
埋設処分業務の実施に関する計画 新旧対照表 

現実施計画 実施計画変更案 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋設処分業務の実施に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認可：平成 21 年 11 月 13 日 

 

 

 

 

独立行政法人 日本原子力研究開発機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋設処分業務の実施に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認  可：平成 21 年 11 月 13 日 

変更認可：平成  年  月    日 

 

 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 表紙に変更認可を受けた日付を記

載。 

 

 1



現実施計画 実施計画変更案 備考 

目 次 

 

はじめに 

 

第 1 章 埋設処分業務の実施に関する全体の計画 

1. 埋設事業を進める際の基本的考え方 

2. 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類及びその量の見込み 

2.1 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類 

2.2 第一期事業において埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物 

2.3 対象廃棄物のうち第一期事業において埋設処分を行う量の見込み 

3. 第一期事業として放射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこれ

に必要な埋設施設の規模及び能力に関する事項 

4. 埋設施設の設置に関する事項 

4.1 立地基準と立地手順の策定 

4.2 国民の理解 

4.3 地域との共生 

5. 埋設処分の実施の方法に関する事項 

5.1 埋設処分の方法 

5.2 埋設施設の構成 

5.3 埋設処分の手順 

5.4 事業運営 

6. 埋設処分業務の実施に関する収支計画及び資金計画 

6.1 埋設処分業務の総費用 

6.2 収支計画及び資金計画 

6.3 埋設処分業務勘定への繰入金額 

6.4 受託処分 

6.5 資金の適正な管理 

7. その他埋設処分業務の実施に関する重要事項 

7.1 安全の確保 

7.2 廃棄物の発生段階での対応 

7.3 輸送、処理の体系的な対応 

7.4 放射性廃棄物の低減や安全性向上のための研究開発の推進 

7.5 年度計画の作成と実施状況の評価 

 

第 2 章 当面実施する事項 

1. 概念設計の実施 

目 次 

 

はじめに 

 

 

1. 埋設事業を進める際の基本的考え方 

2. 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類及びその量の見込み 

2.1 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類 

2.2 第一期事業において埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物 

2.3 対象廃棄物のうち第一期事業において埋設処分を行う量の見込み 

3. 第一期事業として放射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこれ

に必要な埋設施設の規模及び能力に関する事項 

4. 埋設施設の設置に関する事項 

4.1 立地基準と立地手順の策定 

4.2 国民の理解 

4.3 地域との共生 

5. 埋設処分の実施の方法に関する事項 

5.1 埋設処分の方法 

5.2 埋設施設の構成 

5.3 埋設処分の手順 

5.4 事業運営 

6. 埋設処分業務の実施に関する収支計画及び資金計画 

6.1 埋設処分業務の総費用 

6.2 収支計画及び資金計画 

6.3 埋設処分業務勘定への繰入金額 

6.4 受託処分 

6.5 資金の適正な管理 

7. その他埋設処分業務の実施に関する重要事項 

7.1 安全の確保 

7.2 廃棄物の発生段階での対応 

7.3 輸送、処理の体系的な対応 

7.4 放射性廃棄物の低減や安全性向上のための研究開発の推進 

7.5 年度計画の作成と実施状況の評価 

 

 

 

 

 

○ 第 2 章を削除するため章題を削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第 2 章を削除するため章題・項目名を

削除。 

 2



現実施計画 実施計画変更案 備考 

1.1 概念設計 

1.2 立地環境条件に関する技術的検討 

2. 立地基準及び立地手順の策定 
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5. 輸送、処理に関する計画 

6. その他の業務 

 

 

はじめに 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）は、平成

20 年 6 月の「独立行政法人日本原子力研究開発機構法」（平成 16 年法律第

155 号。以下「原子力機構法」という。）の改正により、原子力機構を含め、全国各

地の研究機関、大学、民間企業、医療機関等で発生する多種多様な低レベル放

射性廃棄物（以下「研究施設等廃棄物」という。）の埋設処分の実施主体に明確に

位置付けられた。 

原子力機構は、原子力機構法第 17 条第 1 項第 5 号に掲げられた業務（以下

「埋設処分業務」という。）を進めるに当たり、原子力機構法第 19 条第 1 項の規

定に基づき、埋設処分業務の実施に関する基本方針（平成 20 年 12 月 25 日文

部科学大臣・経済産業大臣決定）に即して、ここに埋設処分業務の実施に関する

計画（以下「実施計画」という。）を定める。 

本実施計画では、第 1 章で埋設処分業務の実施に関する全体の計画を定め、第

2 章で本実施計画認可後、当面実施する業務について定める。なお、実施計画

は、今後の事業の進ちょく、技術開発の進展、安全規制の整備等を踏まえ、必要

に応じて所要の見直しを行い、国の認可を得た後、遅滞なく公表する。 

 

はじめに 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）は、平成

20 年 6 月の「独立行政法人日本原子力研究開発機構法」（平成 16 年法律第

155 号。以下「原子力機構法」という。）の改正により、原子力機構を含め、全国各

地の研究機関、大学、民間企業、医療機関等で発生する多種多様な低レベル放

射性廃棄物（以下「研究施設等廃棄物」という。）の埋設処分の実施主体に明確に

位置付けられた。 

原子力機構は、原子力機構法第 17 条第 1 項第 5 号に掲げられた業務（以下

「埋設処分業務」という。）を進めるに当たり、原子力機構法第 19 条第 1 項の規

定に基づき、埋設処分業務の実施に関する基本方針（平成 20 年 12 月 25 日文

部科学大臣・経済産業大臣決定）に即して、ここに埋設処分業務の実施に関する

計画（以下「実施計画」という。）を定める。 

 

なお、実施計画は、今後の事業の進捗、技術開発の進展、安全規制の整備等

を踏まえ、必要に応じて所要の見直しを行い、国の認可を得た後、遅滞なく公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第 2 章を削除するため章立てに係る

記載を削除。 

 

第 1 章 埋設処分業務の実施に関する全体の計画 

1. 埋設事業を進める際の基本的考え方 

原子力の利用は、原子力発電やそれを支える核燃料サイクルのみならず、研

究開発や教育、産業、医療等の幅広い範囲で行われており、科学技術・学術の

発展のみならず、我々の日常生活の質の向上に貢献している。これらの分野に

おいては、研究用原子炉や核燃料物質、放射線発生装置、放射性同位元素等

の使用に伴い、全国各地の数多くの研究機関、大学、民間企業、医療機関等

で、研究施設等廃棄物が発生し、それぞれの事業所において保管管理されてい

る。将来にわたり円滑な原子力の利用や研究開発を確保するためには、研究施

 

1. 埋設事業を進める際の基本的考え方 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

設等廃棄物を責任ある体制の下で、安全かつ確実な方法で処分することが不可

欠である。 

そのため、原子力機構は、埋設処分の実施主体として、研究施設等廃棄物を

埋設する事業 （以下「埋設事業」という。）を国や原子力機構以外の発生者の協

力を得つつ、以下の基本的考え方の下に実施する。 

 

○ 安全の確保 

原子力機構は、研究施設等廃棄物の取扱いや埋設事業の実施に係る規

制等の法令の遵守を徹底し、従業員に対して十分な教育・訓練を行い、事故

の未然防止など、事業の安全確保や周辺の環境保全に万全を期する。 

○ 事業の透明性及び信頼の確保 

原子力機構は、埋設事業の実施に当たって、事業の進ちょく状況、埋設施

設周辺の環境モニタリング結果、事故等の発生状況及びその対応等につい

て積極的な情報発信や情報公開を行うなど、事業の透明性及び信頼の確保

に努める。 

○ 国民の理解と地域との共生 

原子力機構は、埋設事業の意義・目的や、安全確保のための取組につい

て、国民の理解の増進を図るとともに、埋設施設の立地が、立地地域の活性

化につながるよう、立地地域との共生に努める。 

○ 発生者による応分の負担と協力 

原子力機構は、原子力政策大綱（平成 17 年 10 月 11 日原子力委員会決

定）に示された「発生者責任の原則」に基づき、研究施設等廃棄物を発生さ

せる事業者（集荷や保管を行う事業者を含む。以下「発生者」という。）より廃

棄物の量や性状等に応じた支払いを受けるとともに、原子力機構以外の発

生者の協力を得て、埋設事業を円滑に進める。 

○ 合理的な処分の実施 

原子力機構は、安全確保を大前提に、効率的な処分を行うための研究開

発を進め、経済性を考慮した合理的な処分の実施に努める。 

 

2. 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類及びその量の見込み  

2.1 埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類 

原子力機構が埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物（以下「対象廃棄物」

という。）は、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（平成 12 年法律第

117 号）に基づき認可法人原子力発電環境整備機構の業務に属する地層処分

が必要な高レベル放射性廃棄物等を除いた低レベル放射性廃棄物のうち、以

下に掲げるものとする。なお、これらの放射性廃棄物は、5.1 に掲げる方法（ピッ
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

ト処分及びトレンチ処分）又は一般的な地下利用に対して十分に余裕を持った

深度（地表から 50 メートル以深）に処分する方法（以下「余裕深度処分」とい

う。）によって処分されるものである。 

(1) 原子力機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物（日本原子力研究所及び

核燃料サイクル開発機構から承継した放射性廃棄物を含む。以下「機構廃

棄物」という。） 

(2) 原子力機構以外の研究機関、大学、民間企業、医療機関等の原子力利用

（核燃料物質、放射性同位元素及び放射線発生装置等を用いた研究開発や

それらの産業、医療などの幅広い分野での利用をいう。）により発生した低レ

ベル放射性廃棄物であって、これらの発生者から原子力機構が埋設処分の

委託を受けた放射性廃棄物（以下「受託廃棄物」という。） 

実用発電用原子炉施設から発生する低レベル放射性廃棄物については、現

在、日本原燃（株）が埋設処分を行っている。このような他の事業者によって埋

設処分が行われる放射性廃棄物については、原子力機構の埋設処分業務の対

象とはしていないが、我が国全体として抜け落ちがなく、合理的・網羅的な埋設

処分を可能とするため、原子力機構は関係機関と密接に連携し、柔軟に対応す

る。 

2.2 第一期事業において埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物 

最初の事業として原子力機構が行う埋設事業（以下「第一期事業」という。）に

おいては、対象廃棄物のうち、平成 60 年度までに発生が見込まれる放射性廃

棄物であって、5.1 に掲げる方法（ピット処分及びトレンチ処分）による埋設処分

が可能なものを対象とする。 

また、対象廃棄物のうち、余裕深度処分が必要となる放射性廃棄物について

は、合理的かつ効率的な処分が可能となるよう、国及び関係機関と連携協力し

て、処分のあり方について調整を進め、その結果を踏まえ具体化を図る。 

2.3 対象廃棄物のうち第一期事業において埋設処分を行う量の見込み 

第一期事業において埋設処分を行う量の見込みは、埋設処分するため必要に

応じて焼却、圧縮、溶融等の処理を施し、関係法令等に定める技術基準に適合

する放射性廃棄物（容器に封入・固型化しないコンクリート等廃棄物を含め、以

下「廃棄体」という。）に換算した量（200 リットルドラム缶本数換算。以下同じ。）

として、廃棄体約528,500 本（うち、機構廃棄物は約433,100 本）である。埋設処

分の方法ごとによる内訳は、ピット処分で約 201,500 本（うち、機構廃棄物は約

188,700 本）、トレンチ処分で約 327,000 本（うち、機構廃棄物は約 244,400 本）

である。この見込みは、埋設処分の方法ごとに「核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律施行令」（昭和 32 年政令第 324 号）、「核燃料物質

又は核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 第一期事業において埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

則」（昭和 63 年総理府令第 1 号）（以下「第 2 種埋設規則」という。）等に定めら

れる放射能濃度に関する基準等に基づいて、原子力機構が平成 20 年度に調

査した結果によるものである。 

埋設処分を行う量の見込みは、放射性廃棄物を廃棄体にするための処理（以

下「廃棄体化処理」という。）の実績、関係法令の整備の進ちょく等今後の原子

力利用の進展により変動が予想される。さらに受託廃棄物について、調査の実

施時点で、原子力機構への埋設処分に係る委託意思等を確認できていない発

生者の廃棄物及び新規事業者における廃棄物の発生も予想される。これらを踏

まえ、埋設処分を行う対象廃棄物量の見込みについては、原則、「独立行政法

人通則法」（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条第 2 項第 1 号の規定に基づ

き、文部科学大臣及び経済産業大臣が定めて原子力機構に指示する中期目標

の期間の開始時期に合わせて定期的に調査を実施し、見直しを行う。 

なお、余裕深度処分相当の廃棄物量の見込み調査の結果は、約 60,700 本で

ある。 

 

3. 第一期事業として放射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこ

れに必要な埋設施設の規模及び能力に関する事項  

原子力機構は、埋設施設の設置に関して、立地する地点の属する地方自治体

の了解を得た後、埋設事業の進ちょくに応じて、環境調査、安全審査、建設、操

業、閉鎖及び閉鎖後管理の各段階にわたって事業を進める。 

第一期事業においては、環境調査段階、安全審査段階、施設の一部建設段

階を含む約 8 年間の初期建設期間を経て、操業を開始する。操業期間は約 50 

年間とする。この操業段階では、施設の増設・更新を行う。操業終了後、閉鎖段

階として最終覆土期間は約 3 年間とする。その後の閉鎖後管理段階における

管理期間は、「放射性廃棄物埋設施設の安全審査の基本的考え方」（昭和 63 

年 3 月 17 日原子力安全委員会決定）（以下「安全審査指針」という。）に基づ

き、ピット処分については覆土後約 300 年間を、トレンチ処分については覆土後

約 50 年間を目安とする。 

当該埋設施設の規模は、2.3 に掲げる埋設処分を行う量の見込みに加え、将

来的な物量変動への対応を考慮し、廃棄体約 60 万本（ピット処分約 22 万本、

トレンチ処分約 38 万本）に相当する規模とする。 

埋設施設の能力は、全操業期間で平均して、ピット処分については年間約 4 

千本、トレンチ処分については年間約 8 千本を埋設処分することができる能力

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 第一期事業として放射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこ

れに必要な埋設施設の規模及び能力に関する事項  

（同左） 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

4. 埋設施設の設置に関する事項  

原子力機構は、埋設事業を円滑かつ確実に推進するため、国と一体となって、

原子力機構以外の発生者の協力も得つつ、埋設施設の立地のために必要な活

動に取り組む。 

4.1 立地基準と立地手順の策定 

埋設施設を立地する地点の選定については、手続の透明性を確保し、公正な

選定を行うことを基本とする。そのため、原子力機構は、埋設施設に係る概念設

計を実施し、その結果等に基づいて得られる技術的及び経済的な根拠等を踏ま

え、立地基準及び立地手順を策定し、実施計画の変更の認可を受けて、これを

公表する。概念設計や立地基準及び立地手順の策定の具体的な実施方法につ

いては、第 2 章に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、個別の地点を対象にした活動については、公正な立地選定を行う観点

から、立地基準及び立地手順を明確に定めた実施計画の変更の認可を受けた

後に着手する。 

4.2 国民の理解  

原子力機構は、国民全般に対し、事業の必要性や安全確保のための取組等

4. 埋設施設の設置に関する事項  

（同左） 

 

 

4.1 立地基準と立地手順の策定 

埋設施設を立地する地点の選定については、手続の透明性を確保し、公正な

選定を行うことを基本とする。そのため、原子力機構は、埋設施設に係る概念設

計の結果等に基づいて得られる技術的及び経済的な根拠等を踏まえるととも

に、今後の原子力を取り巻く社会情勢等も踏まえながら、国と一体となって埋設

施設の立地のために必要な活動に取り組めるよう立地基準及び立地手順の策

定作業を着実に進める。策定に当たっては、平成22年度に設置した外部有識者

等からなる「埋設施設設置に関する技術専門委員会」において、引き続き客観性

を確保しつつ以下の具体的な実施方法に基づき、立地基準及び立地手順の技

術的事項に係る審議・検討を行い、その結果を取りまとめる。 

○ 立地基準については、立地する地点において安全性を確保した上で経済

的合理性を持った埋設施設の設置ができるよう、原子力機構は、概念設計の

結果等に基づき、安全審査指針の基本的立地条件等を踏まえ、立地選定に

当たり考慮すべき項目とその重要性の程度や項目ごとの評価に用いる指標を

定めた立地基準を策定する。 

また、概念設計等の結果に基づいて、地形を踏まえた事業用地の面積等

の具体的な基準の策定を行うとともに、埋設事業を円滑に実施する観点か

ら、廃棄体の輸送の利便性等に係る具体的な基準も策定する。 

○ 立地手順については、手続の透明性の確保と公正な選定の実施を大原

則として、埋設事業の特徴や類似施設の先行事例等を踏まえながら、立地の

検討対象とする地点を具体化するための手法、立地基準に基づく評価の方法

や手順について検討を行い、これを策定する。 

策定した立地基準及び立地手順は、実施計画の変更の認可を受けて、これを

公表する。 

また、立地基準及び立地手順の策定の進捗等については、実施計画において

立地基準及び立地手順を公表するまでの間、毎事業年度に実施する埋設処分

業務に関する計画（以下「年度計画」という。）において評価し、結果を公表する。 

なお、個別の地点を対象にした活動については、公正な立地選定を行う観点

から、立地基準及び立地手順を明確に定めた実施計画の変更の認可を受けた

後に着手する。 

4.2 国民の理解  

（同左） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第 2 章の「立地基準及び立地手順の

策定」に係る記載を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 年度計画において評価を実施し、その

結果を公表する旨追記。 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

埋設事業に関する情報発信に取り組む。 

また、原子力機構は、埋設事業に関する国民の懸念や不安に対して的確に応

じるため、一元的な相談・情報発信を行う窓口を設置し、対応する。 

4.3 地域との共生  

原子力機構は、埋設事業を円滑に実施するため、埋設施設が地域と共生し、

立地地域の持続的な活性化等につながるための方策を講じる。その際、原子力

機構は、国及び埋設事業の便益を享受する原子力機構以外の発生者の協力を

得つつ、原子力機構の研究開発機関としての特徴を活かした方策についても検

討する。 

 

5. 埋設処分の実施の方法に関する事項  

5.1 埋設処分の方法  

第一期事業における埋設処分は、原子力委員会、原子力安全委員会及び安

全規制当局における研究施設等廃棄物の埋設処分に係るこれまでの検討結果

を踏まえ、廃棄体に含まれる放射性核種の種類や放射能濃度、廃棄体の性状

等に応じ、次に掲げる方法により行う。 

○ 「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基本的考え

方について」（昭和 60 年 10 月 24 日原子力安全委員会決定）に示された放

射能濃度が低い廃棄体を、第 2 種埋設規則第 1 条の 2 第 2 項第 4 号に

示された方法と同様の方法であって、鉄筋コンクリート製の人工構築物（以

下「コンクリートピット」という。）を設置して処分する方法（以下「ピット処分」と

いう。） 

○ 原子力安全委員会の上記報告書に示された放射能濃度が極めて低い廃

棄体を、第 2 種埋設規則第 1 条の 2 第 2 項第 5 号に示された方法と同様

の方法であって、コンクリートピット等の人工構築物を設置しない方法により

処分する方法（以下「トレンチ処分」という。） 

5.2 埋設施設の構成  

埋設施設は、ピット処分及びトレンチ処分の埋設設備を設置する廃棄物埋設

地（廃棄体を埋設するため又は人工構築物を設置するために土地を掘削した場

所、又は廃棄体を埋設し、埋め戻した場所をいう。以下同じ。）並びに主に廃棄

体の受入、一時保管、安全規制当局の定める廃棄体の技術基準に適合してい

ることの確認（以下「廃棄体確認」という。）等を行うための廃棄体受入・検査施

設並びに埋設施設の運営管理に供する一般管理棟等のその他附属施設から構

成する。 

5.3 埋設処分の手順  

ピット処分及びトレンチ処分の基本的な手順を以下に示す。 

 

 

 

4.3 地域との共生  

（同左） 

 

 

 

 

 

5. 埋設処分の実施の方法に関する事項  

5.1 埋設処分の方法  

（同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 埋設施設の構成  

（同左） 

 

 

 

 

 

 

5.3 埋設処分の手順  

（同左） 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

(1)ピット処分及びトレンチ処分に共通的な事項 

1) 埋設施設に受け入れた廃棄体を廃棄体受入・検査施設に搬入する。 

2) 搬入した廃棄体について、廃棄体確認の申請がなされた廃棄体であること

を整理番号により確認する。また、輸送中の変形や損傷等の有無について

目視検査を行う。 

(2)ピット処分の方法 

1) ピット処分を行う廃棄物埋設地の地上又は地表から適切な深度に、コンク

リートピットを設置する。 

2) 廃棄体をコンクリートピット内に定置する。定められた数量の廃棄体を定置

したコンクリートピットについて、廃棄体間に空隙が残らないようにセメント等

で充填した後、コンクリート製の覆いを施工する。 

3) 覆いの施工が終了した廃棄物埋設地について、その表面を土砂等で覆う。

(3)トレンチ処分の方法 

1) トレンチ処分を行う廃棄物埋設地の地上又は地表から適切な深度にトレン

チ（壕）を設置する。 

2) 廃棄体をトレンチ内に定置する。定められた数量の廃棄体を定置したトレン

チについて、廃棄体間に空隙が残らないように土砂等で充填する。 

3) 充填が終了した廃棄物埋設地について、その表面を土砂等で覆う。 

なお、ピット処分及びトレンチ処分の廃棄物埋設地並びに埋設設備について

は、埋設処分の進ちょくに応じて順次設置するものとする。 

5.4 事業運営  

原子力機構においては、埋設事業を推進する部署が中心となって、原子力機

構内の関係部署と連携・協力し、埋設事業を進める。特に同部署は、施設の廃

止措置、廃棄物の処理、輸送を実際に担当する各部署並びに施設の廃止措置

及び低レベル放射性廃棄物の処理処分の計画、技術開発を実施している部署

と連携して、以下の事項に特段の配慮を行い、埋設事業の円滑かつ着実な運営

に努める。 

(1) 原子力機構は、埋設事業を安全かつ効率的に実施していくために必要な人

員を確保する。本事業には、さまざまな職種の者が従事することになるため、

原子力機構は、これら埋設事業に従事する者に対し、十分な教育・訓練を行

う。 

また、原子力機構は、社会の信頼を得て事業が進められるよう、コンプライア

ンス（法令遵守）の徹底に努める。 

(2) 埋設事業の独立性、透明性を確保するため、埋設事業に係る経理について

は、一般勘定又は電源利用勘定において行う原子力機構の業務と厳正に区

分して、適切に管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4 事業運営  

（同左） 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

(3) 原子力機構は、機構廃棄物を埋設処分するために必要な額を、毎事業年

度、一般勘定及び電源利用勘定から埋設処分業務勘定に繰り入れる。また、

原子力機構以外の発生者から埋設処分の受託に伴って受け取った資金は、

直接、埋設処分業務勘定の収入とする。これら埋設処分業務勘定の資金は、

確実に埋設事業に充てる。 

(4) 原子力機構は、埋設事業を確実に実施していくため、安全規制当局が進め

るクリアランス制度やウラン廃棄物に係る安全規制の整備の進ちょくに適切に

対応する。原子力機構は、7.4 に示す低レベル放射性廃棄物の処理処分に係

る技術開発の成果を適宜、適切に埋設事業に反映する。また、原子力機構

は、安全を十分に確保した上で、最新の技術的知見を最大限に活用して合理

的な方法により埋設事業を展開できるよう、埋設事業の計画について必要な

見直しを行う。 

(5) 原子力機構は、埋設事業を円滑に進めるため、原子力機構以外の発生者

に対し、説明会等を通じて、埋設事業の進ちょく状況を周知・説明するととも

に、発生者のニーズの把握に努める。また、原子力機構は、原子力機構以外

の発生者に対して、実施計画等の計画策定及び廃棄物埋設事業許可申請等

の安全規制対応に必要な情報の提供・協力を適宜要請する。 

原子力機構は、廃棄体確認の際に必要となる廃棄体の内容に関する情報を

発生者と共有する。 

また、原子力機構は、発生者等からの問い合わせに対して、適宜技術的助

言、協力等を行う。 

 

6. 埋設処分業務の実施に関する収支計画及び資金計画 

6.1 埋設処分業務の総費用 

埋設処分業務に要する費用の総額（以下「総費用」という。）は、3.に示した放

射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこれに必要な埋設施設の

規模及び能力に基づき、埋設施設の建設費、操業費、人件費、一般管理費を見

積もることにより算定する。 

また、総費用は、将来の物価変動、埋設事業の進ちょく状況等を反映するた

め、2.3 の埋設処分を行う対象廃棄物の量の見込みの見直し時期に合わせて

定期的かつ必要に応じて見直しを行う。 

なお、総費用は、低レベル放射性廃棄物の埋設処分に係る先行事例等を参考

に暫定的に約 2 千億円と設定し、今後、概念設計の結果に基づき見直しを行う。

総費用の内訳を表 6-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 埋設処分業務の実施に関する収支計画及び資金計画 

6.1 埋設処分業務の総費用 

埋設処分業務に要する費用の総額（以下「総費用」という。）は、3.に示した放

射性廃棄物の埋設処分を行う時期及びその量並びにこれに必要な埋設施設の

規模及び能力に基づき、埋設施設の建設費、操業費、人件費及び一般管理費

を見積もることにより算定する。総費用の内訳を表 6-1 に示す。 

また、総費用は、将来の物価変動、埋設事業の進捗状況等を反映するため、

2.3 の埋設処分を行う対象廃棄物の量の見込みの見直し時期に合わせて定期

的かつ必要に応じて見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 暫定額から概念設計に基づく積算結

果としたため、記載を削除。 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

【表 6-1 総費用の内訳】 

（単位：億円）

項目 費用 

建設費 約 760 

操業費 約 1,070 

人件費 約 160 

一般管理費 約 10 

合計 約 2,000 

 

 

 

6.2 収支計画及び資金計画 

概念設計の結果に基づき総費用の見直しを行うまでの間（平成 23 年度まで）

の収支計画及び資金計画を表 6-2、表 6-3 に示す。 

【表 6-2 埋設処分業務の収支計画（平成 21 年度から平成 23 年度まで）】 

（単位：億円）

区分 埋設処分業務勘定 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

 

純利益 

総利益 

14 

14 

13 

0 

0 

0 

0 

 

170 

170 

収益の部 

他勘定より受入 

研究施設等廃棄物処分収入 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

184 

178 

0 

0 

6 

[注] 

・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

・本収支計画は、総事業費のうち収入予算 185 億円、支出予算 15 億円の見積で

【表 6-1 総費用の内訳】 

（単位：億円） 

費用 項目 

ピット トレンチ 合計 

建設費 524 225 750 

操業費 696 382 1,078 

人件費 114 43 156 

一般管理費 13 5 18 

合計 1,347 655 2,002 

[注] 

・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

6.2 収支計画及び資金計画 

概念設計の結果に基づき設定した第一期事業の全期間の収支計画及び資金

計画を表 6-2、表 6-3 に示す。 

【表 6-2 埋設処分業務の収支計画】 

（単位：億円） 

区分 埋設処分 

業務勘定 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

1,840 

1,815 

1,509 

0 

306 

0 

25 

収益の部 

他勘定より受入 

研究施設等廃棄物処分収入 

資産見返負債戻入 

財務収益 

臨時利益 

日本原子力研究開発機構第21条第5項積立金取崩額

1,840 

646 

480 

306 

215 

25 

168 

[注] 

・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

○ ピット・トレンチそれぞれの内訳を記

載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ H21～H23 の収支計画から、全期間の

収支計画に変更。 

 

【収支計画の科目について】 

・「事業費」は、総費用(合計額)から減価

償却計算における固定資産の取得価

額を減じた額。 

・「減価償却費」は、減価償却計算におけ

る償却資産の減価償却費合計額。 

・「臨時損失」は、償却資産の処分時にお

ける帳簿価額相当分。 

・「他勘定より受入」は、他勘定からの繰

入額から減価償却計算における固定資

産の取得価額を減じた額。 

・「研究施設等廃棄物処分収入」は、機構

以外の発生者からの収入。 

・「資産見返負債戻入」は、償却資産の減

価償却費計上額に見合う戻入計上額。 

・「財務収益」は、運用益。 

・「臨時利益」は、償却資産の処分時にお

ける帳簿価額相当分の資産見返負債

戻入計上額。 

・「日本原子力研究開発機構法第 21 条第

5 項積立金取崩額」は、積立金期首残
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

作成している。 

・総利益は、平成24年度以降の埋設処分業務に要する事業費用に充当する積立

金として計上する。 

【表 6-3 埋設処分業務の資金計画（平成 21 年度から平成 23 年度まで）】 

（単位：億円）

区分 埋設処分業務勘定 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

185 

14 

171 

0 

資金収入 

業務活動による収入 

他勘定より受入 

研究施設等廃棄物処分収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

185 

179 

179 

0 

6 

0 

[注] 

・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

・本資金計画は、総事業費のうち収入予算 185 億円、支出予算 15 億円の見積で

作成している。 

6.3 埋設処分業務勘定への繰入金額  

「独立行政法人日本原子力研究開発機構の会計の原則、短期借入金の認可

の申請手続並びに埋設処分業務に係る財務及び会計等に関する省令」（平成

17 年文部科学省令第 44 号）及び「独立行政法人日本原子力研究開発機構が

処分する放射性廃棄物の量に相当するものの算定方法を定める告示」（平成 20 

年文部科学省告示第 177 号）に基づき、原子力機構は、毎事業年度、電源利用

勘定及び一般勘定から埋設処分業務勘定への繰入金額をそれぞれ算定し、同

勘定へ繰り入れる。 

各事業年度における埋設処分業務勘定への繰入金額は、毎事業年度に実施

する埋設処分業務に関する計画（以下「年度計画」という。）において示す。 

6.4 受託処分 

原子力機構は、原子力機構以外の発生者から処分の委託を受ける際、当該

発生者と受託契約を締結し、「発生者責任の原則」に基づき、受託料金の支払い

を受ける。 

なお、受託料金を算定する際に用いる処分単価は、廃棄体の処分に要する実

 

 

 

【表 6-3 埋設処分業務の資金計画】 

（単位：億円） 

区分 埋設処分業務勘定 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

2,331 

1,509 

822 

0 

資金収入 

業務活動による収入 

他勘定より受入 

研究施設等廃棄物処分収入 

利息の受取額 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

2,331 

1,822 

1,128 

480 

215 

509 

0 

[注] 

・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

6.3 埋設処分業務勘定への繰入金額  

「独立行政法人日本原子力研究開発機構の会計の原則、短期借入金の認可

の申請手続並びに埋設処分業務に係る財務及び会計等に関する省令」（平成

17 年文部科学省令第 44 号）及び「独立行政法人日本原子力研究開発機構が

処分する放射性廃棄物の量に相当するものの算定方法を定める告示」（平成 20 

年文部科学省告示第 177 号）に基づき、原子力機構は、毎事業年度、電源利用

勘定及び一般勘定から埋設処分業務勘定への繰入金額をそれぞれ算定し、同

勘定へ繰り入れる。 

各事業年度における埋設処分業務勘定への繰入金額は、年度計画において

示す。 

6.4 受託処分 

（同左） 

 

 

 

高（H24 年度期首）。 

 

○ H21～H23 の資金計画から、全期間の

資金計画に変更。 

 

【資金計画の科目について】 

・「業務活動による支出」は、収支計画の

事業費と同額。 

・「投資活動による支出」は、固定資産の

取得金額に有価証券の取得金額を加

えた額。 

・「他勘定より受入」は、他勘定からの繰

入額。 

・「研究施設等廃棄物処分収入」は、収支

計画の「研究施設等廃棄物処分収入」

と同額。 

・「利息の受取額」は、収支計画の財務収

益と同額。 

・「投資活動による収入」は、有価証券の

満期による収入。 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

費相当額とし、埋設処分の方法ごとに、透明性を確保しながら公正かつ合理的

に設定する。 

処分単価は、毎事業年度に策定する年度計画において示す。 

6.5 資金の適正な管理  

原子力機構は、電源利用勘定及び一般勘定から繰り入れた資金並びに受託

料金収入を、埋設処分業務勘定において適切に管理する。 

埋設処分業務勘定の決算は、独立行政法人会計基準や原子力機構が定める

規程等に基づき、毎年度独立して行う。 

 

7. その他埋設処分業務の実施に関する重要事項 

7.1 安全の確保  

埋設事業の遂行に当たり、原子力機構は、関係法令を遵守し、安全の確保を

最優先で進める。その際、埋設施設に起因する放射線等から、一般公衆及び埋

設事業に従事する者が十分安全に防護されるように放射線防護対策を講ずる。

埋設施設の建設、操業に当たっては、埋設施設及びその周辺に十分配慮した

環境保全のための適切な措置を講ずる。 

原子力機構は、埋設事業に従事する者に対し、埋設施設における安全管理に

関する十分な教育・訓練を施す。 

原子力機構は、多種多様な研究施設等廃棄物の埋設処分が、合理的で適切

な安全対策の下に実施されるよう、安全規制当局に対して適切に情報を提供す

る。 

7.2 廃棄物の発生段階での対応  

原子力機構は、「放射性廃棄物最小化の原則」（原子力政策大綱（平成 17 年

10 月 11 日原子力委員会決定））に基づき、放射性廃棄物の発生量を可能な限

り低減するように努めるとともに、適切な区分の下で廃棄物を分類し、効果的で

効率的な処理を行い、適切に管理する。 

7.3 輸送、処理の体系的な対応 

機構廃棄物については、原子力機構が、必要に応じて廃棄体化処理を行い、

廃棄体確認を受けた上で、陸上輸送、海上輸送又はこれらを組み合わせた方法

により埋設施設まで輸送する。 

受託廃棄物については、発生者が、必要に応じて廃棄体化処理を行い、廃棄

体確認を受けた上で、埋設施設まで輸送するものとする。 

原子力機構は、国の指導の下、これらの輸送、処理等が合理的かつ体系的に

行われるよう、関係機関と協力する。 

 

 

 

 

 

6.5 資金の適正な管理  

（同左） 

 

 

 

 

7. その他埋設処分業務の実施に関する重要事項 

7.1 安全の確保  

（同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 廃棄物の発生段階での対応  

（同左） 

 

 

 

7.3 輸送、処理の体系的な対応 

機構廃棄物については、原子力機構が、必要に応じて廃棄体化処理を行い、

廃棄体確認を受けた上で、陸上輸送、海上輸送又はこれらを組み合わせた方法

により埋設施設まで輸送する。 

受託廃棄物については、発生者が、必要に応じて廃棄体化処理を行い、廃棄

体確認を受けた上で、埋設施設まで輸送するものとする。 

原子力機構は、埋設事業の進捗を踏まえつつ、原子力機構が所有する原子

力施設の解体や原子力機構における研究施設等廃棄物の処理施設の整備の

見通し、廃棄体化処理に係る計画を精査するとともに、その結果を踏まえ、国の

指導の下、大学、民間企業等から発生した研究施設等廃棄物の集荷や輸送、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第 2 章の「輸送、処理に関する計画」

に係る記載を追記。 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

 

 

輸送、処理に係る当面の対応については、第 2 章に示す。 

 

 

7.4 放射性廃棄物の低減や安全性向上のための研究開発の推進  

原子力機構は、埋設処分の安全性、経済性及び効率性の向上等を目的とし

て、継続的に技術開発・研究開発を行う。 

7.5 年度計画の作成と実施状況の評価  

原子力機構は、毎事業年度、年度計画を作成し、公表する。 

年度計画に記載する事項は、当該事業年度の実施業務内容、予算、収支計

画、資金計画等とする。 

また、原子力機構は、各事業年度終了後速やかに、年度計画の評価を行い、

その結果を公表する。 

 

廃棄体化処理等が全体として合理的かつ体系的に行われるよう、関係機関と協

力する。 

輸送、処理に係る対応の進捗については、年度計画において評価し、結果を公

表するとともに、輸送、処理に関して具体的な計画が得られれば、適宜、実施計

画に反映する。 

7.4 放射性廃棄物の低減や安全性向上のための研究開発の推進  

（同左） 

 

7.5 年度計画の作成と実施状況の評価  

（同左） 

 

 

 

○ 年度計画において評価を実施し、その

結果を公表する旨追記。 

 

 

 

第 2 章 当面実施する事項  

埋設事業について、原子力機構は、当面以下に記載する事項を集中的に実施す

る。その結果を実施計画に反映する。 

 

1. 概念設計の実施 

1.1 概念設計 

原子力機構は、第 1 章 3.において定めた埋設施設の規模約 60 万本、能力

約 1.2 万本/年等を前提条件とし、環境保全に配慮しつつ、線量評価、費用試

算等に基づいて、合理的な埋設施設の設備仕様、レイアウト等の概念設計を

行う。この際、第一期事業において対象とする具体の研究施設等廃棄物の廃

棄体性状、含有核種、放射能濃度及び廃棄体の発生予測、我が国における

一般的な立地条件、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律」（昭和 32 年法律第 166 号）、「放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律」（昭和 32 年法律第 167 号）等に定められる埋設施設に関す

る技術基準等を考慮する。 

1.2 立地環境条件に関する技術的検討 

原子力機構は、概念設計により得られる設備仕様等に基づき、安全審査指針

において示されている埋設施設の敷地及びその周辺における基本的立地条

件等を踏まえ、我が国において想定されうる種々の自然環境及び社会環境条

件下において線量評価、費用試算等を行い、合理性の観点から埋設施設の

安全性及び経済性に関する評価・検討を行う。 

 ○ 第 2 章を削除。 
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

 

2. 立地基準及び立地手順の策定 

原子力機構は、1.の概念設計に基づく評価・検討結果等を踏まえ、立地基準及

び立地手順を策定する。 

なお、個別の地点を対象にした活動については、公正な立地選定を行う観点

から、立地基準及び立地手順を策定し、実施計画の変更の認可を受けた後に着

手する。 

立地基準及び立地手順の検討においては、外部有識者の意見を聴取するなど

十分な客観性を確保する。 

2.1 立地基準 

立地する地点において安全性を確保した上で経済的合理性を持った埋設施設

の設置ができるよう、原子力機構は、概念設計の結果等に基づき、安全審査指

針の基本的立地条件等を踏まえ、立地選定に当たり考慮すべき項目とその重

要性の程度や項目ごとの評価に用いる指標を定めた立地基準を策定する。 

また、概念設計等の結果に基づいて、地形を踏まえた事業用地の面積等の具

体的な基準の策定を行うとともに、埋設事業を円滑に実施する観点から、廃棄

体の輸送の利便性等に係る具体的な基準も策定する。 

2.2 立地手順 

立地手順については、手続の透明性の確保と公正な選定の実施を大原則とし

て、埋設事業の特徴や類似施設の先行事例等を踏まえながら、立地の検討対

象とする地点を具体化するための手法、立地基準に基づく評価の方法や手順に

ついて検討を行い、これを策定する。 

 

3. 埋設処分業務の総費用、収支計画及び資金計画 

原子力機構は、概念設計によって得られる埋設施設の設備仕様やレイアウト等

に基づき、建設工事等に係る諸量を設定し、一般公共工事等の材料費、単価等

を用いて、埋設施設に係る建設費、操業費、人件費、一般管理費を改めて精緻

に見積り、これを総費用に反映させるとともに、埋設施設の建設や操業、閉鎖後

管理等の工程を検討し、合理的な事業スケジュールを設定することによって、閉

鎖後管理段階を含めた第一期事業の全期間にわたる収支計画及び資金計画

を策定する。 

 

4. 処分単価及び受託契約 

原子力機構は、処分単価の透明性を確保した公正かつ合理的な設定方法や、

原子力機構以外の発生者から処分の委託を受ける際に締結する受託契約に当

たり必要となる事項、内容、条件等について検討を行う。なお、処分単価は、3.

 15
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現実施計画 実施計画変更案 備考 

に定める、第一期事業の全期間にわたる収支計画及び資金計画を策定した

後、上記検討結果を踏まえて速やかに設定する。 

 

5. 輸送、処理に関する計画 

埋設事業の円滑な実施のためには、研究施設等廃棄物の輸送及び処理も円滑

に行われることが必要である。したがって、原子力機構は、埋設事業の進ちょく

を踏まえつつ、原子力機構が所有する原子力施設の解体や原子力機構におけ

る研究施設等廃棄物の処理施設の整備の見通し、廃棄体化処理に係る計画を

精査するとともに、その結果を踏まえ、国の指導の下、大学、民間企業等から発

生した研究施設等廃棄物の集荷や輸送、廃棄体化処理等が全体として合理的

かつ体系的に行われるよう、関係機関と協力する。 

輸送、処理に関して具体的な計画が得られれば、適宜、実施計画に反映する。 

 

6. の他の業務そ  

設事業の実施に当たり、ホームページ等を通じた事業に関す原子力機構は、埋

る情報の発信、一元的な相談・情報発信を行う窓口の設置、広報素材の作成、

原子力機構以外の発生者に対するガイドラインやマニュアル等の作成、各勘定

から繰り入れる額と受託料金を適切に算定するための資金を管理するシステム

の整備等、事業を円滑に推進するために必要な準備活動を行う。 
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